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法学部・法務研究科専任教員
２００９年度研究業績
青木 孝之 教授
【学術論文】
「裁判員裁判第１号事件傍聴記」（『駿河台法学』第２３巻第２号，２０１０．２）
【学会報告その他】
「責任能力に関する一私論」（『犯罪心理学研究』第４７巻特別号，２０１０．３）
【現在の研究テーマ】
裁判員制度一般，少年司法制度論，取調べ可視化論
秋池 宏美 教授
【現在の研究テーマ】
 子どもの人権研究におけるジェンダーの視点の意義
 教育に関する政治言説の分析
天野 武男 教授
【翻訳】
Seisho Kyouiku（July―August―September２００９）: Calling from God Lessons
２１,２２,２３（pp.２２―３０）Declaration of a New Covenant Japan Baptist Con-
vention, Saitama, Japan,２００９
Seisho Kyouiku（October―November―December２００９）: Sending the Disci-
ples Lessons３４,３５,３６（pp.２２―３０）Churches That Continue to Communi-
cate Japan Baptist Convention, Saitama, Japan,２００９
Seisho Kyouiku（January―February―March２０１０）: Building up the People
of the Church Lessons４７,４８,４９（pp.２２―３０）For the Glory of God Japan
Baptist Convention, Saitama, Japan,２０１０
【現在の研究テーマ】
新約聖書におけるパウロ書簡について
（）
６６８２００９年度研究業績
石田 信平 講師
【著書】
『イギリス労働法の新展開』（共著，成文堂，２００９．１２）
『労働判例百選』（共著，有斐閣，２００９．１０）
【学会報告その他】
「学界回顧」（共著，『法律時報』１０１６号，２００９．１２）
【現在の研究テーマ】
労働契約の基礎理論
労働契約終了後の競業避止義務
伊藤 行紀 教授
【現在の研究テーマ】
英国行政法における正当な期待の保護の新展開（次号比較法文化掲載予定）
英国移民法研究
井上 久士 教授
【学術論文】
「論日本的歴史観与東京審判」（『南京大屠殺史研究』２００９年第２期，２００９．６）
【学会報告その他】
「平頂山事件の被害者数について」（第五回平頂山事件国際学術シンポジウ
ム，早稲田大学，２００９．９）
【現在の研究テーマ】
２０世紀３０－４０年代中国政治史と日中関係
今村 隆 教授
【学術論文】
「租税訴訟における文書提出命令」（『租税法研究』第３７号，２００９．７）
「諸外国の租税回避一般否認規定の最近の動向」（『税務弘報』２００９年１０月号，
２００９．９）
「移転価格税制における独立企業間価格の要件事実」（『税大ジャーナル』１２
号，２００９．１０）
（）
６６７ 駿河台法学 第２４巻第１・２合併号（２０１０）
【学会報告その他】
（判例評釈）
「後続年分についての減額更正処分の義務付け訴訟の適否」（『ジュリスト』
１３７７号，２００９．４）
（講演）
「移転価格税制における独立企業間価格の立証―最近の裁判例を素材にし
て―」（『租税研究』７１５号，２００９．５）
（翻訳）
「制定法上の一般否認規定：英連邦諸国からの英国に対する教訓」（『租税研
究』７２４号，２０１０．２）
【現在の研究テーマ】
国際租税法
岩井 俊 教授
【学会報告その他】
（講義）
「民事控訴審における弁護士の役割」（東京弁護士会研修，２００９．９）
【現在の研究テーマ】
家族法をめぐる実務的問題
海老澤 豊 教授
【学術論文】
「英国十八世紀後半におけるピンダリック・オード」（『駿河台大学論叢』第
３８号，２００９．７）
「マレットの『逍遥』を読む」（『新潟産業大学人文学部紀要』第２１号，２０１０．３）
【現在の研究テーマ】
十八世紀英文学
王子田 誠 教授
【学会報告その他】
「アメリカにおける取引所による上場会社の行動規制」（早大 GCOE 金融商
（）
６６６２００９年度研究業績
品取引法・アメリカ資本市場法制研究会における報告，２００９．１０．２３）
「会社代表者のリスク管理体制構築義務と有価証券報告書の不実記載による
会社の責任―最一小判 ２００９（平２１）年０７月０９日 金判１３２１号３６頁（日本シス
テム技術事件上告審判決）」（早稲田大学商法研究会における報告，２００９．１２．２１）
【現在の研究テーマ】
経営者の選任・評価システムの再検討
一般的詐欺禁止規定の機能に関する研究（アメリカ法）
太田 幸夫 教授
【学会報告その他】
（判例評釈）
「相続人のうち１名から委任され，他の相続人の一部の者に発した通知の記
載が弁護士としての『品位を失うべき非行』に当たり，当該懲戒手続の除斥
期間の起算点は受任した業務をすべて完了した時点であるとされた事例（東
京高判平１９．９．５）」（『平成２０年度主要民事判例解説』（別冊判例タイムズ）
２５号，２００９．９）
「弁護士に対する業務停止３月の懲戒処分によって生ずる社会的信用の低下
及び業務上の信頼関係の毀損等の損害が行訴法２５条２項にいう『重大な損害』
に当たるとされた事例（最判平１９．１２．１８）」（『平成２０年度主要民事判例解説』
（別冊判例タイムズ）２５号，２００９．９）
【現在の研究テーマ】
民事・行政紛争解決手続
法曹倫理
医療倫理
大沼 洋一 教授
【論文】
「場外車券発売施設設置許可処分の取消訴訟と周辺住民及び施設の設置者の
原告適格―原告適格に関する最高裁理論の整理と若干の検討」（『判例評論』
第６０２号１４８頁，２００９．４）
（）
６６５ 駿河台法学 第２４巻第１・２合併号（２０１０）
【現在の研究テーマ】
行政訴訟における原告適格，主張制限について
大録 英一 教授
【学術論文】
「不当廉売」（『駿河台法学』第２３巻第１号，２００９．９）
「垂直的制限」（『駿河台法学』第２３巻２号，２０１０．２）
【現在の研究テーマ】
独禁法の理論的研究
小貫 幸浩 教授
【学術論文】
「現代ドイツにおける，教授の自由―基本権が『保障するもの』は何か・継
続―」（『高岡法学』第２８号，２０１０．３）
【学会報告その他】
報告書「旧町村会議事録などから見られる自治の実相」（富山県高等教育振
興財団助成研究への報告書，２０１０．２．２５）
【現在の研究テーマ】
ドイツを主たる対象とする人権法理の基礎研究
織田 博子 教授
【著書】
『論点体系 判例民法７ 不法行為』（共著，第一法規株式会社，２００９．１１）
【学術論文】
「ファイナンス・リース取引と多角的法律関係」（法律時報８１巻９号，２００９．８）
「預金契約」（『NBL』９２５号，２０１０．３）
【現在の研究テーマ】
学校事故の契約法的検討
（）
６６４２００９年度研究業績
上河内千香子 准教授
【著書】
企業法務損害賠償研究会編『Ｑ＆Ａ 企業法務における損害賠償の実務』（共
著，ぎょうせい，２００９．３）
【現在の研究テーマ】
担保物権，共同所有に関する研究
川村 正幸 教授
【著書】
『テキストブック金融商品取引法』（共編著，中央経済社，２００９．７）
『金融商品取引法 第２版』（共編著，中央経済社，２００９．９）
江頭憲治郎編『会社法コンメンタール６ 新株予約権』（共著，商事法務，
２００９．１０）
【現在の研究テーマ】
金融規制の在り方について，金融法の視点からみた会社法について
菊田 秀雄 准教授
【学会報告その他】
判例評釈「商事法判例研究 会社分割への会社法２２条１項の類推適用の可否
［最高裁第三小法廷平成２０．６．１０判決］」（『金融・商事判例』１３３１号，２０１０．１）
翻訳 イギリス会社法制研究会「イギリス２００６年会社法」（共著，『比較法
学』第４３巻第１号，２００９．７）
翻訳 イギリス会社法制研究会「イギリス２００６年会社法」（共著，『比較法
学』第４３巻第３号，２０１０．１）
【現在の研究テーマ】
EUおよびEU構成国における会社法の現代化に関する比較法的研究
北原 仁 教授
【著書】
後藤光男編『人権保障と行政救済法』（共著，成文堂，２０１０．１，１６７～８０頁）
（）
６６３ 駿河台法学 第２４巻第１・２合併号（２０１０）
【学術論文】
「占領と憲法―カリブ海諸国とフィリピン」（『駿河台法学』第２３巻第２号，
２０１０．２）
【学会報告その他】
平成２０年度科学研究費補助金（基盤研究―研究課題「ラテン・アメリカに
おける民主化と人権救済制度」―課題番号２０５３００２５）によるアルゼンチンで
の研究調査（２００９．８．２５～９．３）および文化庁による委託研究「海外の宗
教事情調査―スペイン」によるマドリード自治大学での研究調査（２００９．９．
４～９．１１）
スペイン法研究会第１０回（於日本大学法学部）テーマ「占領と憲法」
「自治体の債権管理に関する調査研究」研究会座長（２００９．９～２０１０．２）お
よび「まえがき」『自治体の債権管理に関する調査研究報告書―債権の発生
から消滅まであるべき姿を考える』（東京市町村自治調査会，２０１０．３）
【現在の研究テーマ】
身分制議会と立憲主義，ラテン・アメリカ憲法史
喜多村治雄 教授
【学会報告その他】
（講演）
「裁判所の民主化」
平成２１年９月９日東京都渋谷区にある「法文館憲法研究所」主催の連続講演
会「日本国憲法と裁判官」において元裁判官ら２９名が講演したうちのひとつ。
昭和４０年代の大阪の裁判所において，一般裁判官の意思を司法行政に反映さ
せるため，判事補会が中心になって，大阪地方裁判所の所長代行（いわゆる
上席判事）を裁判官の選挙により選出しようと提案した，発端，経過，結末
を，裁判所の民主化という観点から論じたもの。
なお，この講演会の全容は，平成２２年１０月末日ころ日本評論社から出版され
る予定である。
【現在の研究テーマ】
民事訴訟法一般
（）
６６２２００９年度研究業績
草地 未紀 講師
【著書】
玉田弘毅編『民法小辞典【３訂版】』（共著，住宅新報社，２００９．９）
【学術論文】
「高齢消費者被害の発見とその救済」（『駿河台法学』第２３巻第２号，２０１０．２）
【学会報告その他】
（共同研究報告）
「消費者金融法制の比較法的研究」（共著，『比較法文化』第１８号，２０１０．３）
「法教育：具体的授業プランの構築」（共著，『清和研究論集』第１６号，２０１０．３）
【現在の研究テーマ】
金利規制の比較法的研究
高齢消費者被害における公私協働型救済システムの構築について
熊田 俊郎 教授
【学術論文】
「ヘイ・オン・ワイとブックタウン運動」（『三田社会学』第１４号，２００９．７）
「古書流通から見た地域社会―古書の町・ブックタウン運動を考える」（特
集「古書流通から見た地域社会」解題）（『三田社会学』第１４号，２００９．７）
【学会報告その他】
（パネリスト）
「本の町シンポジウム」第１回高遠ブックフェスティバル（同実行委員会主
催），於伊那市高遠町やますそ大会議室，２００９年８月３０日開催（『文學界』２００９
年１１月号，２００９．１０）
（口頭報告）
「ナショナルイベントによる中国都市への影響」（日本都市学会第５６回大会，
於名古屋都市センター，２００９年１０月２４日開催）
【現在の研究テーマ】
「公共性」の比較研究
ブックタウン（古書の町）運動と地域社会
中国の都市社会変動
（	）
６６１ 駿河台法学 第２４巻第１・２合併号（２０１０）
倉島 安司 准教授
【学会報告その他】
国土交通省『用地取得に係る建物移転補償基準等の適正化に関する調査業務
報告書』（２０１０．３）
（表記調査研究のための「用地取得に係る建物移転補償基準等の適正化に関
する調査研究委員会」に委員として参加・報告書巻末に研究委員会での検討
内容所収）
【現在の研究テーマ】
公法上の損失補償
栗山 徳子 教授
【学術論文】
「会社法下の株主の損害と取締役の責任」（『商事法研究』第７２号，２００９．７）
「行使条件の一部の決定を委任された取締役会決議が委任の本旨に反し無効
とされた場合の新株予約権の行使と新株発行の無効原因（東京地判平成２１年
３月１９日金融・商事判例１３１７号３０頁）」（『商事法研究』第７５号，２００９．１０）
「従業員持株制度」（『会社法務質疑応答集』追補１１８号）
「従業員持株制度の新しい動き」（『会社法務質疑応答集』追補１１８号）
「株主総会決議を欠く退職慰労金の支給と会社の不当利得による返還請求」
（『商事法研究』第８０号，２０１０．３）
【現在の研究テーマ】
日本版ESOPの多様化の検討
黒田 基樹 准教授
【著書】
『長尾景春〈シリーズ・中世関東武士の研究１〉』（編書，戎光祥出版，２０１０．１）
『戦国期の債務と徳政』（校倉書房，２００９．９）
『図説太田道灌』（戎光祥出版，２００９．９）
【学術論文】
「井田氏の動向」（茨城県立歴史館編『世常陸・両総地域の様相』，２０１０．３）
「徳政における取戻しの実態」（蔵持重裕編『中世の紛争と地域社会』，岩田
（
）
６６０２００９年度研究業績
書院，２００９．５）
「足利長尾氏に関する基礎的考察」（荒川善夫他編『中世下野の権力と社会』，
岩田書院，２００９．５）
【現在の研究テーマ】
日本中世近世移行期社会論
島 伸一 教授
【学会報告その他】
論説「DND活用の起訴で公訴時効の停止」（『朝日新聞』朝刊，２００９．５）
報告「アメリカの陪審制度と公判前審問」（日本弁護士連合会刑事法制委員
会夏季合宿，２００９．８）
報告書「前記の報告に関するレジメ，討論，資料」（『刑法通信』第１１３号，２００９．１２）
報告「公判前整理手続における予定主張記載書面をめぐる主要な問題点」（第
一東京弁護士会合同合宿，２００９．３）
【現在の研究テーマ】
日本の刑事実務とアメリカ合衆国の刑事実務の比較検討
庄子 良男 教授
【翻訳】
オットー・フォン・ギールケ「ドイツ団体法論・第一巻」（『駿河台法学』
第２３巻第１号，２００９．９）
「同」（『駿河台法学』第２３巻第２号，２０１０．２）
【現在の研究テーマ】
法科大学院教育に直接関わる会社法の判例・学説を素材とする解釈論的研究
のほか，会社法の理論的・歴史的な関心から，法人論の研究，とくにギール
ケの団体法論の翻訳に取り組んでいる。
手形法の研究も継続している。
橋 直哉 教授
【学術論文】
「会社法の刑罰規定第６回～第１０回」（『ビジネス法務』２００９年４月号～６月
（）
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号・８月号～９月号，２００９．４～９）
「親族相盗例における政策説の意義」（下村康正他編『八木國之博士追悼論
文集・刑事法学の新展開』酒井書店，２００９．１０）
【現在の研究テーマ】
刑事法の基礎理論，刑法哲学
竹内 俊雄 教授
【学会報告その他】
（判例解説）
重要判例解説５９「清算型譲渡担保契約の暴利性と当該契約における目的物の
取戻時期」（『用地ジャーナル』２００９年５月号，２００９．４）
重要判例解説６０「譲渡担保権者が弁済期前に目的物件を債務者のもとから無
断で搬出した行為が不法行為にあたらないとされた事」（『用地ジャーナル』
２００９年６月号，２００９．５）
重要判例解説６１「譲渡担保権者と第三者異議の訴」（『用地ジャーナル』２００９
年７月号，２００９．６）
重要判例解説６２「譲渡担保権者の第三者たる目的不動産占有者に対する明渡
請求認容の要件」（『用地ジャーナル』２００９年８月号，２００９．７）
重要判例解説６３「構成部分の変動する集合動産を目的とする譲渡担保におけ
る目的物の譲渡の効力」（『用地ジャーナル』２００９年９月号，２００９．８）
重要判例解説６４「仮登記担保権者による処分と受戻権の行使」（『用地ジャー
ナル』２００９年１０月号，２００９．９）
重要判例解説６５「債権に基づく妨害排除」（『用地ジャーナル』２００９年１１月号，
２００９．１０）
重要判例解説６６「制限種類債権の特定と善管注意義務」（『用地ジャーナル』
２００９年１２月号，２００９．１１）
重要判例解説６７「自然債務」（『用地ジャーナル』２０１０年１月号，２００９．１２）
重要判例解説６８「直接強制と他の強制手段」（『用地ジャーナル』２０１０年２月
号，２０１０．１）
重要判例解説６９「履行補助者の過失」（『用地ジャーナル』２０１０年３月号，
２０１０．２）
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）
６５８２００９年度研究業績
重要判例解説７０「特別事情の予見時期」（『用地ジャーナル』２０１０年４月号，
２０１０．３）
（講演）
「制限行為能力者をめぐる問題点」（岐阜県用地対策連絡協議会主催，於岐
阜県庁，２００９．１）
【現在の研究テーマ】
 非典型担保の研究
 利息制限法の研究
千草 孝雄 教授
【学術論文】
「新制度論研究序説」（『駿河台法学』第２３巻第１号，２００９．９）
「現代行政学研究の諸潮流」（『駿河台法学』第２３巻第２号，２０１０．２）
【現在の研究テーマ】
行政責任論
辻 雄一郎 講師
【著書】
『孝忠延夫教授還暦記念論文集』所収「連邦主義と州際通商条項―少数者の
視点から」（共著，関西大学出版会，２００９．１２）
【学術論文】
「ネット上の不特定多数者に対する情報発信についてのブランデンバーグテ
ストの批判的考察」（『法学論叢』４６巻１号，２００９．１１）（平成２１年度駿河台大
学特別研究費助成）
「Why Does the Japanese Constitution not Include the Creation of A Spe-
cial Tribunal？」（『駿河台法学』２３巻１号，２００９．９）
「Climate Change Law and Policy in Japan―What Japan do？」（英文及び
タイ語翻訳）（COJ, Comparative Law Journal２００９,２００９．８）
「児童ポルノとわいせつ規制に関する若干の憲法学的考察」（『駿河台法学』
２３巻２号，２０１０．２）（平成２１年度駿河台大学特別研究費助成）
「出現しつつある気候変動法」（『明治学院大学法学研究』８７号，２００９．８）
（）
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【学会報告その他】
報告「インターネット上のブランデンバーグテストの憲法学的考察」（於姫
路獨協大学，日本法政学会，２００９）
報告「The Primary Issue in Environmental Litigation in Japan―Chemical
Substances― in２００９」at Bangkok, Thailand, Judiciary of Thailand（２００９.１２）
研究会（通訳）「ウィリアムフレッチャー連邦第九控訴裁判所裁判官―連邦
最高裁の最近の動向―表現の自由を中心に」（於早稲田大学比較法研究所，
２０１０．３．１２）
研究会（通訳）「ウィリアムフレッチャー連邦第九控訴裁判所裁判官―連邦
裁判所制度について ブレナン裁判官を偲んで」（於岡山大学法学会，２０１０．
３．１６）
上記三つの報告は，２０１０年４月以降掲載予定
【現在の研究テーマ】
表現の自由・環境法
鶴田 六郎 教授
【現在の研究テーマ】
企業犯罪と法
長岡さくら 講師
【学術論文】
「捕鯨問題の紛争解決に関する一考察――海洋国際法の観点から――」（『福
岡工業大学環境科学研究所所報』第３巻，２００９．１０）
【学会報告その他】
学会報告「直線基線の国際法上の効果に関する研究」（九州国際法学会第１４４
回例会，於九州大学，２００９．７）
【現在の研究テーマ】
条約法，紛争解決，海洋国際法
（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中谷 崇 講師
【学術論文】
「双方錯誤の歴史的考察（４・完）」（『横浜国際経済法学』第１８巻第１号，
２００９．９）
【現在の研究テーマ】
私法上の錯誤論
成田 憲彦 教授
【著書】
『政治理論／政治学概論講義要録』（駿河台大学法学部教材）（駿河台大学
ショッピングセンター，２００９．４）
【学術論文】
「公職選挙法と政治資金規正法」（『都市問題』第１００巻第１０号，２００９．１０）
「政権選択選挙―日本国憲法研究」（座談会）（『ジュリスト』No.１３９０，２００９．
１２．１）
「政権交代と高等教育政策」（『IDE』，２０１０．１）
【学会報告その他】
「『小沢政治』を語る どう喝イメージ虚像」（共同通信配信記事２００９．５．１５）
「１９９３年細川内閣の『教訓』（選択の手引 ０９衆院選）」（『毎日新聞』２００９．
７．４）
「『政権選択』ようやく実現（衆院選への視点 上）」（『北海道新聞』２００９．
７．２９夕刊）
「変化と継続 問われる眼力（衆院選への視点 下）」（『北海道新聞』２００９．
７．３０夕刊）
「『国家戦略局』の機能に注目（マニフェスト特集 政策決定システム）」（『日
本経済新聞』２００９．８．２）
「民主党は官僚使いこなせ」（『産経新聞』２００９．８．３１）
「新しい政治試す選択」（『日本経済新聞』２００９．９．１夕刊）
「国会対策が民主政権の盲点になる恐れ／野党時代こそが自民再生への実り
の時だ」（『毎日フォーラム 日本の選択（特集 政権交代）』２００９．９）
（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【現在の研究テーマ】
政治制度の研究，現代日本政治の動向分析
西川 敏之 教授
【学会報告その他】
報告書：２００８年度比較法研究所共同研究最終報告「日本国憲法―マッカー
サー憲法から何へ？―」（『比較法文化』第１８号，２０１０．３）
学会報告：“A Comparative Analysis of Healthcare Reforms as National
Elections Issues in Three Developed Nations―the United States, the
United Kingdom, and Japan―”Le２１e Congres mondial de l’AISP （第２１
回国際政治学会世界大会）（チリ，サンチアゴ，２００９．７．１４）
【現代の研究テーマ】
グローバル化と国際関係，国際関係論の理論，医療制度改革―英米日三カ国
の比較研究―，現代イギリスの選挙政治，アメリカ大統領の業績と評価
朴 昌明 准教授
【著書】
『韓国経済の現代的課題』（共著，日本評論社，２０１０．３）担当部分は第３章
「『失われた１０年』の韓国労使関係（１９９８～２００７）」
【学術論文】
「韓国における若年層の失業・未就業問題：大卒者を中心に」（『駿河台大学
論叢』第３８号，２００９．７）
【学会・研究会報告】
「韓国労使関係の現状：日本との比較」（環日本海経済研究所韓国経済シス
テム研究会，於早稲田大学，２００９．５．３０）
「韓国の労働市場と労使関係」（国際高麗学会日本支部２００９年度学術大会シ
ンポジウム『世界同時不況下の韓国社会～彷徨う企業と若者たち』，於大阪
市立大学文化交流センター，２００９．６．６）
【社会活動】
「韓国大衆文化の現状：ドラマ・映画を中心に」（豊岡プチ大学，於駿大ふ
れあいハウス，２００９．５．２７，６．３）
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【現在の研究テーマ】
韓国の企業社会と労働事情
長谷川裕寿 准教授
【著書】
被害者法令ハンドブック編纂委員会編著『被害者法令ハンドブック』（共著，
中央法規出版，２００９）における「第２章 ６公害・薬害等」を編集及び解説
を執筆
【研究会報告その他】
第８５回 RJ研究会報告（２０１０．２．１３，東洋大学）
報告内容：Van Ness & Strong, Restoring Justice, An Introduction to Re-
storative Justice,４ed., LexisNexis,２０１０における第４章「対面」（encounter）
を紹介し，RJにおけるその意義を報告する
【現在の研究テーマ】
敵味方刑法
刑法における情操
修復的司法
Martin A. Foulds 准教授
【現在の研究テーマ】
１７６４年頃に江戸から離れて，２５年余りの間，越後地方で活躍した徳川幕府の
表絵師の狩野梅笑（１７２７～１８０７）。特に長岡藩の牧野家，新発田藩の溝口家
に依頼されて，寺院や豪農等で絵を教える等して幅広く美術の世界に影響を
与えた彼の画家としての役割，技能，画風などを深く理解する。
福田 二郎 教授
【現在の研究テーマ】
英国詩，小説の研究
ヒューマニズム思想について
（）
６５３ 駿河台法学 第２４巻第１・２合併号（２０１０）
堀田 周吾 准教授
【著書】
『ケースブック刑法［第３版］』（共著，弘文堂，２０１０．３）
【学術論文】
「取調べの録音・録画をめぐるアメリカ合衆国の動向―各州の立法を中心
に―」（『警察学論集』６３巻３号，２０１０．３）
「個人識別情報の不正取得・不正使用に対する刑事訴追」（『駿河台法学』２３
巻１号，２００９．１０）
【学会報告その他】
タイ司法研修所（Judicial Training Institute of Thailand）主催セミナ （ー２００９．
１２．１４於バンコク）“Current Issues on Criminal Investigation in Japan”（「日
本の犯罪捜査における現代的課題」）
【現在の研究テーマ】
取調べの録音・録画について
松平 光徳 准教授
【現在の研究テーマ】
知的財産権の現代的課題と展望
宮下 紘 准教授
【著書】
『個人情報保護の施策』（単著，朝陽会，２０１０）
【学術論文】
Changing Privacy and Data Protection in Japan , The Sedona Conference
Journal, Vol.１０（２００９．９）
Consumer Agency Takes Charge of Japan’s DP Regime , Privacy Laws &
Business, Issue１０３（２０１０．２）
「アメリカ最高裁の判決を読む（２００８―０９年開廷期）」（『駿河台法学』２３巻
２号，２０１０．２）
【学会報告その他】
（編集協力）『現行六法』（ぎょうせい，２０１０．３）
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（国際会議）Panelist, Multinational eDiscovery, eDisclosure & Privacy In-
itiatives ／ Key Legal & Cultural Challenges to Cross―Border eDiscovery &
Data Transfers , The Sedona Conference on Cross―border eDiscovery &
Data Privacy（２００９．６，バルセロナ・スペイン）
（国際会議）Panelist, Written Observations and Recommendations to the
Executive Yuan , Strategy Review Board Meeting, Executive Yuan, on
“Shaping a Culture of Security, Promoting ICT Security Industry”（台湾
行政院科学技術顧問戦略委員会特別委員）（２００９．８，台北・台湾）
（研究報告）「アメリカ憲法の例外主義の現実と神話」アメリカ憲法研究会
（２００９．４，早稲田大学）
【現在の研究テーマ】
憲法の射程，プライバシー・個人情報保護，アメリカ最高裁の動向
吉田 恒雄 教授
【学会報告その他】
『児童虐待の援助法に関する文献研究（第４報：２０００年代）児童虐待に関す
る法制度および法学文献資料の研究第３期（２０００年６月～２００４年４月まで）』
（編著，子どもの虹情報研修センター，２００９．３）
「子ども虐待防止および社会的養護分野の進展と課題」（『子どもの権利研究』
第１５号，２００９．７）
喜多明人他編『（逐条解説）子どもの権利条約』（１９条，２０条執筆，日本評論
社，２００９．１２）
「児童虐待防止に関する親権制度の見直しについて」（『はらっぱ』第３０３号，
２０１０．２）
【現在の研究テーマ】
児童虐待の法学的研究
子どもの権利擁護制度の研究
米山 哲夫 教授
【学術論文】
「刑事裁判の変革と刑事政策」（『駿河台法学』第２３巻第２号，２０１０．２）
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【現在の研究テーマ】
刑事政策論の体系の構築
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